
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [96,380円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [99.3]

類似団体内順位

[ 10/37 ]

全国市平均

97.9

全国町村平均

93.9
106.0

104.0

102.0

100.0

98.0

96.0

104.6

97.0

100.1
99.3

定員管理の適正度
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実質公債費比率 [14.5%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし

　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度
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類似団体平均

東大阪市
※類似団体平均を100とした

　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、

　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
１． 財政力指数

　　類似団体（中核市）の平均値よりやや劣る数値となっている。これは生活保護費や児童扶養手当等の社会保障費が年々増加するも
のの、下水道資本費平準化債を活用したことにより基準財政需要額が減額となったため、前年度に比べ0.01ポイントの低下にとどまっ
たものである。今後も市税収入の増加を図り、健全で安定した財政運営に努める。
２． 経常収支比率

　　類似団体37市中33位の94.9%で財政構造が極めて硬直した状況を示している。しかし社会保障費が年々増加する一方、下水道資本
費平準化債や退職手当債の活用などにより前年度に比べ3.7ポイント減少している。今後も団塊の世代の大量退職期を迎えるなど厳し
い状況は続くが、集中改革プランを着実に実行し、行財政改革をさらに進めるなど財政構造の改善に努める。
３． 人口１人当たり人件費・物件費等決算額

　類似団体の平均値に比べ適正な状況となっている。これまで職員数の削減、職員給与の是正、各種手当の見直しなど、人件費の総
量抑制を柱とした行財政改革に取り組んだ効果によるものである。今後も民間委託化・コスト削減など、さらなる行財政改革に努める。
４． ラスパイレス指数

　　類似団体平均値に比べ適正な状況になっている。これは平成１８年４月より現給保障なしで人事院勧告に基づく給与改定を実施した
ことや特殊勤務手当の見直しなどによるもので、今後もより一層の給与の適正化に努める。

５． 人口１人当たり地方債現在高

　　地方債現在高（普通会計分）は類似団体平均値より健全な数値を示している。今後も将来の世代への負担が増加することのないよう、
地方債の発行を抑制する等適正な公債管理に努める。
６．実質公債費比率

　　積極的に推進してきた下水道事業に対する公債費繰出を算入することもあり、類似団体の平均値に比べやや劣る数値となっている。
既往債に係る公債費は今後減少傾向にはあるものの、退職手当債や臨時財政対策債などの償還が増加することもあり地方債の発行抑
制、また、高金利の地方債の借換え制度の活用や繰上償還を行うなど公債費負担の軽減を図る。
７． 人口1,000人当たり職員数

　類似団体平均値に比べ健全な状況となっている。これまでの「職員800人削減計画」や「職員数適正化計画」などの実行効果によるもの
である。今後も集中改革プラン(H17～H21)の定員管理計画を着実に実行し、さらなる行財政改革の推進に努める。


